はじめに～「もうひとつの日本」の実現へ、キャラバン行動を成功させよう！

　全労連は昨年12月７日、小泉内閣が「小さな政府」論による国民犠牲を強めるもと、これに反撃し、世論と運動をひろげるため「もうひとつの日本」闘争本部を発足させました。

　「もうひとつの日本」闘争本部は、「安全・安心の破壊」「格差の拡大」「地域切りすて」の３つをキーワードに、全国民に対して「もうひとつの日本」実現を呼びかけ、共感と共同をひろげることを運動の目標に置いています。

　その運動の一環として、06春闘において、「全国縦断キャラバン行動」に取り組みます。キャラバン行動では、中央単産・地方組織が一体となり、各地で大規模な宣伝行動や自治体・地方議会要請、諸団体との対話、集会・デモなど多様な行動を通して、地域からの世論構築をめざします。
　とりわけ、この行動では、一人一人の組合員が参加し、職場や地域から運動をつくりあげていくことが重要となっています。闘争本部では、「全国縦断キャラバン行動」の準備から実施まで参考となる「手引き」を作成しました。各単産・地方組織での活用をお願いします。
１、「キャラバン行動」の基本的な構え
　「全国縦断キャラバン行動」では、いま、まさにねらわれている「小さな政府」を許さないため、地域から賛同と共感、共同をひろげていきます。
（１）運動をすすめるにあたっては、次のような点を重視し、スケールの大きな運動を追求します。
　①　ＪＲや航空機のあいつぐ事故、「耐震強度偽装事件」、ライブドアの証券取引法違反、解禁されたばかりのアメリカ産牛肉の輸入禁止など、国民の命や健康、暮らし、財産を脅かすあいつぐ事件は、規制緩和や「官から民へ」とする「構造改革」に対する疑問や批判の声をひろげています。

　　　こうしたもと、安全・安心をまもり、国民のひとりひとりが大切にされる「もうひとつの日本」の実現を積極的に呼びかけ、地域の住民にアピールしていきます。

　②　市町村合併や地方交付税削減など「三位一体の改革」が強行され、さらに、景気は回復傾向などと伝えられるものの、地域経済は悪化し、地方財政も破綻寸前です。

　　　地方切り捨ての小泉「構造改革」によって、さまざまな「痛み」を押しつけられている自治体との共同を追求し、「小さな政府」による「地域切り捨て」を許さない包囲網を地域からつくりあげます。
　③　運動の主人公である組合員や、地域での共同する仲間などが、一人一人の要求をかかげて、集会・デモなどの行動に一人でも多く参加できる行動を追求します。

　　　そのなかで、「小さな政府」をめぐる情勢や闘争方針に対する職場からの理解や意思統一をはかるとともに、たたかう決意を固め合います。
　④　中央単産と地方労連が力を合わせて、全国各地で奮闘する仲間を激励するとともに、積極的にアピールする「目に見える」行動を各地で展開して地域からの注目を集めます。
（２）行動形態としては、「全国」と「地域」の両面から幅と広がりのある行動をめざします。そのために、①各地方を大型「キャラバンカー」でつなぐ「全国縦断キャラバン行動」、②それとも連動した各地域での「網の目キャラバン行動」の２本立てとし、それぞれを結合させて、中央・地方が一体となった行動として具体化します。
２、キャラバン行動では何をやるのか
　「全国キャラバン」では、地域におけるさまざまな行動を通して、地方自治体や、幅広い団体・労働組合との「対話と共同」をひろげることとします。各地方・地域での運動経験もふまえ、地方組織で行動の具体化をはかりますが、最低限、以下のような行動を追求します。
（１）街頭宣伝・署名行動
　①　キャラバンカーを使って、早朝でのターミナル宣伝、昼休みや夕方の繁華街での宣伝などにとりくみます。ノボリや横断幕も使って、「目に見え、音が聞こえる」行動を通して、地域に訴えます。
　②　宣伝行動で配布するビラは、全国で150万枚を作成して、３月中旬までに到着するように各地方労連に送付します。宣伝ビラは、街頭宣伝のほか、団地などでの各戸配布などでも活用します。
　③　街頭宣伝では、「格差社会を是正し、国民が安全で安心してくらせる社会を求める緊急署名（略称：格差是正署名）」（17ページ）もあわせて取り組み、協力を訴えます

　④　「流し宣伝」で使用するための「スポットテープ」を作成します。また、別添資料の「演説原稿例」（９～12ページ）も、宣伝の際の参考にしてください。
　⑤　ノボリ・横断幕は、すでに地方労連に発送しています。また、新たに「全国縦断キャラバン行動」用の横断幕を作成し、３月中旬までに各地方労連あてに発送します。
（２）地方自治体への要請・懇談
　①　「構造改革」「三位一体の改革」をはじめ、最近の規制緩和や格差拡大などの問題にかかわって「対話と共同」をひろげるため、自治体首長や地方議会との懇談を追求します。
　②　懇談では、市町村合併問題、福祉・教育などの幅広い課題で意見交換をはかり、小泉内閣による「小さな政府」に反対し、全労連がめざしている「もうひとつの日本」の実現への運動に理解を求め、「格差是正署名」などへの賛同・協力を要請します。
　③　また、地方議会に対して、民主的な公務員制度確立を国に求める請願・意見書の採択を要請します。
　④　地方自治体、地方議会への「要請書」「請願書」「意見書」は、別添資料の「ひな形」（13～15ページ）を参考にして、各地方労連で作成してください。
（３）団体・労働組合への訪問・要請
　①　未加盟組合や「連合」加盟の労働組合、民主団体を訪問し、意見交換をはかりながら、運動への協力を要請します。
　②　経営者団体、商店会、農協なども訪問・要請し、雇用や地域経済、規制緩和などの問題で相互の交流をすすめ、そのなかで、「公務員制度改革」の現状、地域への影響などを伝えます。
　③　諸団体への訪問にあたっての「要請書」の「ひな形」を添付します（16ページ）。
（４）総決起集会・デモの開催
　①　キャラバン行動を、職場からの多くの仲間とともに成功させ、地域に訴えるために、決起集会やデモなどにとりくみます。
　②　集会・デモは、昼休みや夕方など職場の組合員が参加しやすい時間帯、集まりやすい場所で開催できるよう具体化します。
　③　集会には、未加盟労組や未組織の仲間にも積極的に参加を呼びかけます。
（５）「網の目キャラバン行動」について
　①　「全国縦断キャラバン行動」が、基本的に各県１日のみの行動となることから、この取り組みを補強し、さらに地域にひろげていく立場から、各地方労連では、「網の目キャラバン」を追求します。
　②　「網の目キャラバン」では、「全国縦断キャラバン行動」で回れなかった自治体や地方議会を訪ね、要請や請願・陳情をおこないます。

　③　また、憲法や教育基本法、医療・福祉の課題とも連動させて、地域宣伝や地域集会・デモなど「目に見える」行動に取り組み、すべての地域に「もうひとつの日本」をめざした呼びかけをひろげていきます。

（６）記者会見などの設定
　①　キャラバン行動の事前に記者会見などを開き、地元テレビ局や新聞などマスコミにも取材を要請します。
　②　記者会見ができない場合でも、マスコミ各社に案内を送付するなどして、行動をアピールします。
　③　行動が終わったあとは、後日、総括の会議を開くなどして、行動の到達点を確認するとともに、今後の取り組みにむけた意思統一をはかります。
３、キャラバンカーの運行について
　「全国キャラバン行動」は、キャラバンカーが各県を巡回するリレー方式の行動です。そのため、キャラバンカーの運行に際しては、駐車場の確保、隣接県との調整などが必要です。
　地方労連では、以下にしたがって、事前の準備をすすめてください。
（１）キャラバンカーの配置
　①　東日本コース（関東・信越・東北）　国公労連宣伝カー
　②　西日本コース（九州・近畿）　　　　自治労連宣伝カー
　③　四国・中国コース　　　　　　　　　全労連宣伝カー
　④　北陸・東海コース　　　　　　　　　全教宣伝カー
（２）キャラバンカーの運転にあたって
　①　キャラバンカーの運転手は、建交労などに協力をお願いして、経験豊富なプロドライバーを配置することで調整をすすめています。

　②　キャラバンカーの引き渡しにあたっては、送り手・受け手の地方労連の間で連絡を取り合い、あらかじめ引き渡しの場所と時間などを決めておいてください。
　③　キャラバンカーの駐車場は、各地方労連で事前に確保しておきます。
　④　駐車料金、ガソリン費用、高速道路料金、フェリー料金など、キャラバンカーの運行にかかった費用は、すべて全労連で負担します。なお、料金の支払方法については、全労連のクレジットカードで支払うこととします。
　⑤　運転担当者は、かならず１日の運行状況を「運行日誌」（６ページ）に記入してください。また、乗車前にも、運転手は「運行日誌」にかならず目を通してください。
（３）宣伝許可の申請
　①　キャラバンカーを使った拡声器による宣伝は、あらかじめ地元警察署の「宣伝許可」を必要とする場合があります。
　②　その場合は、使用車輌のナンバー、車種、車体の形状などの報告が必要です。申請書記入の際に必要な資料を別途送付しますので、各地方労連で手続きしてください。
（４）事故などの緊急時の連絡先
　①　交通事故など緊急の場合の連絡先は、別記（５ページ）の通りとします。
　②　事故証明が必要な場合もあることから、自分で判断せずに、かならず連絡を取り、指示にしたがって対応してください。
　③　重大な事故までに至らなくとも、運転ミスなどで車体や付属品を破損した場合は、些細な損傷であっても、その日のうちにキャラバン事務局へ連絡してください。
４、中央からの役員派遣

　中央・地方が一体となって行動をすすめるため、キャラバン当日は、中央役員を派遣します。オルグは、全労連・公務労組連絡会の幹事会役員、公務単産の中央本部役員で分担します。
（１）中央役員の配置
　①　すべてのコースにわたって、各県ごとに１～２名の中央役員を配置します。
　②　詳細な配置は、基本的に３月上旬までに調整を完了します。
（２）中央からの派遣役員の任務
　①　中央から派遣された役員は、現地の地方組織の指示のもとで行動することとします。
　②　したがって、早朝から夜まで地方組織のキャラバン隊と一体で各行動に参加します。
　③　各地方組織では、中央役員がどのような行動に参加するのかを決め、受け入れ態勢をとっておきます。
（３）宿泊などの手配
　①　早朝からの行動に参加する場合などは、現地での前泊が必要となります。宿泊については、担当になった役員と地方組織の間で個別に相談し、事前に確保してください。
　②　交通費・宿泊費など、派遣にかかった費用は、すべて派遣元の中央組織（全労連もしくは中央単産）が負担します。
５、「キャラバンニュース」の発行

　「全国縦断キャラバン行動」をリアルタイムで全国の職場・地域に伝えていくために、「もうひとつの日本キャラバンニュース速報」（仮称）を発行します。
（１）ニュースの発行体制
　①　スタートからゴールまで、基本的に毎日発行することとします。
　②　ニュースは、全労連から各単産・地方組織にＦＡＸまたはメールで送付します。
　③　各単産・地方組織では、キャラバンニュースが、職場や地域に届くような体制を確立します。
（２）記事収集と編集体制
　①　キャラバン当日の１日の行動を記事にまとめ、翌日午前中までに事務局にＦＡＸもしくは、メールで全労連「もうひとつの日本」闘争本部事務局まで送付してください。
　②　記事の執筆は地方組織で受け持ち、取材・執筆など担当者をあらかじめ確保しておきます。
【MEMO】

　連絡先一覧
	 全国縦断キャラバン行動事務局
  〒113-0034　文京区湯島2-4-4　全労連会館４階  「もうひとつの日本」闘争本部
 　　　　　　℡03-5842-9339　FAX03-5842-5620


　●主な組織の連絡先
	
	電　話
	ＦＡＸ
	e-mail

	 自治労連
 全　  教
 国公労連
	 03-5978-3580
 03-5211-0123
 03-3502-6363
	 03-5978-3588
 03-5211-0124
 03-3502-6362
	jichiroren@jichiroren.jp
zenkyo@zenkyo.org
mail@kokko.or.jp


　●緊急時の連絡先
	平日の日中（９時～18時）
	 全国縦断キャラバン行動事務局

	上記以外で、事務局につながらない場合

	①全労連岩田事務局次長
　携帯 090-2702-6399　自宅 03-3812-1827
②公務労組連絡会黒田事務局次長
　携帯 070-6556-3863　自宅 03-3676-3250


　● キャラバンカーの仕様（駐車場確保の際の目安にしてください）
	
	自治労連カー
	全教カー
	国公労連カー
	全労連カー

	メーカー
	トヨタ
	トヨタ
	トヨタ
	トヨタ

	全　長(㎝)
	６２５
	６２３
	６２５
	６２５

	車　幅(㎝)
	２０２
	２０８
	２０５
	２０２

	車　高※
	２８０
	２８０
	２７８
	３１２

	重　量(㎏)
	３,６２０
	４,２６０
	４,０５０
	４,８６５


※スピーカー等の付属設備を加えた高さ(㎝)
キャラバン宣伝カー運行日誌　見　本
	 行動日
	　　　　　月　　　　日　（　　）
	 県名
	

	記入者氏名
	

	運転手氏名
	

	走行コース


	駐 車 場　所
	

	走行距離計表示
	乗車時点　　　　　　　　㎞
	降車時点     　　  　       ㎞

	１日の走行距離
	                 　　    ㎞

	　給　油 
	場所－　　　　　　　量　　　　㍑・料金　　　　　　円（支払方法）
場所－　　　　　　　量　　　　㍑・料金　　　　　　円（支払方法）
場所－　　　　　　　量　　　　㍑・料金　　　　　　円（支払方法）

	有料道路 通行料金
	 区間　　　　　　　～　　　　　　　/　　　　　　　円（支払方法）
 区間              ～            　/      　　　　円（支払方法）
 区間　　　　　　　～　　　　　　　/　　　　　　　円（支払方法）
 区間　　　　　　　～　　　　　　　/　　　　　　　円（支払方法）

	その他、運行にかかった料金（内訳と金額）


	宣伝カーの調子（スピーカー含む）


	後の運転にかかわって引き継ぐべき事項



	資　料　集


【演説原稿例文集】

演説原稿例（その１）規制緩和、格差拡大の社会を変えよう
　マンションの耐震強度をいつわって計算し、鉄骨を間引いて建設費を安く上げて住民をだましていた耐震強度偽装事件は、国会でも証人喚問されるほどの社会問題となりました。また、昨年は、ＪＲ西日本の大列車事故の発生や、大事故につながりかねない航空機の事故や故障があいつぎました。
　そのうえ、今年１月には、アメリカ産牛肉にＢＳＥ危険部位が見つかり、解禁からわずか１か月で輸入が禁止されるなど、これほど、国民の安全・安心が危険にさらされているときはありません。
　一方では、「勝ち組・負け組」などと言われるなか、「勝ち組」の象徴ともてはやされたライブドアの堀江社長が、証券取引法違反で起訴されました。一般の株主をあざむきながら大儲けを積み重ねていたとは、とんでもないことです。
　このように、国民の安全や安心、財産が脅かされているその根底には、小泉首相がすすめてきた「構造改革」による規制緩和があります。
　ＪＲ西日本の事故も、交通・運輸の規制緩和とともに、国鉄の民営化にともなう安全を顧みない売り上げ競争が背景にありました。航空機の事故や故障もいっこうになくなりませんが、みなさんは、いま、日本の航空会社が、経費を節約するため、飛行機の整備を東南アジアなどの下請け会社に丸投げしていることをご存じでしょうか。これも規制が緩和されたからこそできるようになったものです。耐震強度偽装事件は、建築検査の規制緩和が招いたもので、ライブドア事件も、株式分割など金融政策の規制緩和が生み出したものです。堀江社長は、「ライブドアの急成長も小泉『構造改革』のおかげ」とまで言っています。
　ＢＳＥ問題は、規制緩和でアメリカ産牛肉の輸入が「自由化」され、どんな牛肉でも安全性を確かめず、どんどん輸入しつづけたことに元凶があります。
　みなさん、いま大切なのは、大企業やアメリカの儲けのために規制を緩和するのではなく、国民の安全・安心を守るため、政府にしっかりと仕事をしてもらうことです。また、「勝ち組・負け組」などという格差社会も、さまざまな規制緩和が背景にあり、これを政府が放置していることがそもそもの問題ではないでしょうか。
　私たちは、小泉首相に対して、憲法の生存権にもとづいて、国民のいのちと暮らしを守るため、国がきちんとその役割を果たすことを求めます。私たちは、格差拡大の社会ではなく、一人一人の国民がいきいきと暮らせる日本をめざします。
　みなさん、小泉｢構造改革｣は暮らしの切り捨て、地方の切り捨てです。私たちは、暮らしと地域を守る｢もうひとつの日本｣をめざして運動をすすめています。私たちの運動へのご理解とご協力をよろしくお願いします。

演説原稿例（その２）「小さな政府」は大きな国民負担です
　みなさん、小泉首相はことあるごとに｢小さな政府｣、｢小さな政府｣と協調していますが、｢小さな政府｣で私たち庶民の暮らしや安心、安全は守られるのでしょうか。

小泉内閣は昨年10月、「民間にできることは民間に」と郵便局の民営化法案を強行し、来年10月には民間会社の郵便事業会社が誕生します。小泉首相は、「郵便局ネットワークの水準を維持する」｢民営化すればもっと便利になる｣との国会答弁を繰り返してきましたが、郵政公社は現在、郵便の集配業務を都市部に集中し、約1000局の集配業務の廃止を明らかにしています。これでは、地方や過疎地が切り捨てられてしまいます。国民の暮らしに不可欠な郵便と貯金、保険のサービスを守るのは国の責任です。「小さな政府」による地方切り捨てに反対の声を上げましょう。

みなさん、小泉内閣の｢小さな政府｣はくらしの切り捨て、地方の切り捨てです。私たちは、暮らしと地域を守る｢もうひとつの日本｣をめざして運動を進めています。私たちの運動へのご理解とご協力をよろしくお願いします。

みなさん、日本国憲法は、人間らしく働き、生活する権利をすべての国民に保障しています。その責任は国や地方自治体が担っています。したがって、赤字だからといって公共サービスを切り捨てたり、縮小してはなりません。効率や利益を優先する民間営利企業にまかせて、公正で中立のサービスが提供できるのでしょうか。｢規制緩和｣や民営化路線が招いた耐震強度偽装事件を指摘するまでもなく、その問題点は明らかです。

ところが、政府は2月10日、公共サービスを民間営利企業に丸投げできる法案を国会に提出しました。この法案は、例えば職業紹介や税金・保険料徴収の仕事、市役所の窓口業務などについて官と民が競争入札するものですが、民間営利企業はこれらの｢民間開放｣を40兆円とも、50兆円とも言われるビジネスチャンスとして狙っています。私たちの権利として無料か低負担で提供されているサービスが、企業の儲けの手段となってしまいます。｢小さな政府｣は、まさに大きな国民負担です。私たちは、公共サービスの民間開放に反対します。

　みなさん、小泉内閣の｢小さな政府｣はくらしの切り捨て、地方の切り捨てです。私たちは、暮らしと地域を守る公共サービスを充実する｢もうひとつの日本｣をめざして運動を進めています。私たちの運動へのご理解とご協力をよろしくお願いします。

　小泉内閣は｢小さな政府｣のスローガンのもとに、国と地方の公務員の大幅な削減を行おうとしています。しかしみなさん、日本の公務員数は先進国の中で最も少ないことをご存知でしょうか。人口千人あたりの公務員の数はフランスやアメリカの３分の１から半分にすぎません。しかも、この少ない日本の公務員の４割は自衛官が占めています。この自衛官は削減の対象ではありません。

｢小さな政府｣の公務員減らしは、公共サービスを提供している地方出先機関がターゲットです。今でも少ない公務員をさらに減らせば、職業安定所や登記所など身近な国の出先機関は統廃合されて、国民の利便性や権利保障が損なわれてしまいます。

地方公務員の削減も住民の暮らしを直撃します。最も多い地方公務員は学校の先生だと言っていますが、先生を減らせば教育を受ける権利がないがしろにされてしまいます。

公務員の削減は、国民や住民の権利保障と一体のものです。政府が狙う「小さな政府」作りの法案に反対し、暮らしや地域の安心・安全を確保する公共サービスの充実を求めましょう。

演説原稿例（その３）大増税、福祉・医療・年金の改悪で国民のいのちが危ない
　いま、国会で審議されている国の2006年度予算は、所得税・住民税の定率減税を廃止することにより、総額で３．３兆円もの増税を国民に押しつけるものとなっています。また、高齢者医療費の自己負担引き上げなどで、２兆７千億円の新たな負担をせまるなど、昨年の年金大改悪につづいて、「構造改革」による際限のない「痛み」が国民におそいかかろうとしています。
　定率減税を廃止する理由について、小泉首相は、「景気が回復したから」と言っています。しかし、失業率は、依然として高水準で推移しています。景気が良くなったと言っても、一部の大企業が、労働者の首切りや賃下げで史上最高の儲けをあげているだけで、庶民にとってはまったく実感はありません。○○県をはじめ、地域経済は、依然として冷え込んだままで、○○県の財政も悪化する一方です。
　このうえ、定率減税が廃止されれば、国民の生活への深刻な影響は避けられません。それなのに、小泉首相は、もっと「構造改革」すべきだと言って、消費税を二桁にまで増税しようとしています。小泉首相は、昨年の総選挙の公約で消費税は引き上げないと言っておきながら、舌の根も乾かぬうちに消費税増税を打ち出しました。国民をだますことは、断じて許せません。
　みなさん、小泉内閣の｢構造改革｣はくらしの切り捨て、地方の切り捨てです。私たちは、暮らしと地域を守る｢もうひとつの日本｣をめざして運動をすすめています。私たちの運動へのご理解とご協力をよろしくお願いします。
　さらに、政府は、医療制度の改悪をねらっていますが、高齢者の自己負担をいまの１割から最高で３割までの引き上げるというもので、余裕のあるお年寄りはお金を出せというのが政府の言い分です。
　それに加え、病院同士を競争させたり、営利企業に経営させたりして、いのちを守る医療制度にさえ市場原理を持ち込もうというのが、「構造改革」のねらいです。国民のいのちと健康を、金儲けの対象にすれば、まさに、「命の沙汰も金次第」になってしまうのではないでしょうか。
　そして、国民には負担をせまる一方で、小泉内閣は、財界の要望に応えて、法人税減税をそのままつづけながら、道路特定財源や大型プロジェクトなど公共事業のムダ遣いで大企業にはどんどんと税金を流し込んでいます。このように、国民に冷たく、企業には大盤振る舞いするのが小泉「構造改革」なのです。
　みなさん、医療や年金など社会保障制度は、憲法で保障された生存権にもとづく制度です。憲法25条では、社会保障に対する国の義務がはっきりと示されています。国民いじめの大増税や、社会保障を切り捨てて、「小さな政府」をねらう小泉「構造改革」は、憲法を踏みにじるものではないでしょうか。
　私たちは、小泉「構造改革」に反対します。国民のいのちや暮らしを守る行政を求めます。私たちは、国民が大切にされる日本をめざします。どうぞ、「もうひとつの日本」をめざす私たちの運動にご理解とご協力をよろしくお願いします。
演説原稿例（その４）「三位一体の改革」など地方切り捨てに反対します

みなさん、小泉内閣がおこなっている「三位一体の改革」は、地方財政を国に吸い上げる、しかも国の責任は放棄するということがますます明らかになっています。地方財政は、この３年間で、国庫補助負担金の廃止・縮減で4兆4000億円のマイナス、地方交付税削減を含む一般財源について3兆3000億円のマイナス、税源移譲が３兆円あるものの、結局は4兆7000億円の財源が地方から国へ吸い上げられました。

　今回の「三位一体の改革」で、義務教育費国庫負担金の負担率が２分の１から３分の１へ引き下げられ、また児童手当などの国の負担率も引き下げられるなど、地方自治体に対する負担が大きくなっています。

　義務教育費の国庫負担削減について、中央教育審議会委員も「多くの貧しい自治体と一握りの豊かな自治体との間で教育水準に大きな格差が生じかねない」といっているように、教育における国の責任を投げ捨てています。

　みなさん、小泉内閣の「小さな政府」は、くらし切り捨て、地方切り捨てです。私たちは、くらしと地域を守る「もうひとつの日本」をめざして運動をすすめています。

３兆円削減の補助金リストを作成するために、生活保護費や義務教育費などの国の負担率引き下げが持ち出されています。このことは、「地方分権のための国と地方の税財政改革」とはまったく関係のないものです。

また、補助率引き下げ・補助金削減にともなう財政措置のうち、施設整備費については５割程度しか補填されず、地方交付税への依存度が高い多くの自治体については、地方交付税を削減しようとする国の動きがあるなかで、ますます財政は圧迫されていきます。これは、自治体の裁量権を増やして、住民福祉の増進を図るという財政改革とは程遠いものです。

そもそも国と地方の税財政を見直す改革の意義は、国がこれまで全国一律の基準で無駄なダムや空港などの公共事業をおこなってきたことを反省し、自治体がおこなっている仕事の量に、ふさわしい地方自治体の自主財源を大幅に拡充することでした。

ところが、竹中総務大臣は、1月に「地方分権21世紀ビジョン懇談会」を設置し、地方交付税制度の抜本的改悪を視野に入れて、今年の「骨太の方針」に反映しようと作業をすすめています。地方自治体の自由度を拡大して国の関与を縮小し、地方の責任を明確化するなどとしていますが、行き着く先は、地方交付税の財源保障機能をなくし、地方の一般財源を縮小しようとするもので、これは地方自治体の自由度をむしろ縮小するものです。これに対して地方自治体からは、反対の声が急速に広がっています。

2006年度国家予算は、史上最高の利益を更新する大企業には、研究開発費を増額し、法人税減税は恒久化するなどで負担を軽減する一方で、国民には、特に高齢者、障害者など弱い立場のものに負担を押し付け、ムダ遣いを続ける予算になっています。これを見れば、だれのための「構造改革」なのか一目瞭然です。

　私たちは、小泉「構造改革」に対し、医療制度をはじめとした社会保障改悪反対、庶民大増税反対・大企業に応分の負担を求めています。住民のみなさん、「小さな政府・小さな自治体」による公務・公共サービスの破壊を許さないで、住民生活と地方自治を守るため、ご一緒に行動いたしましょう。

【地方自治関係団体・自治体首長・議会への要請書（ひな形）】
住民の暮らしを守り､安全･安心の公共サービス拡充を求める要請書
○○県労働組合総連合
議長　○○　○○
　住民のいのちと暮らしを守る地方自治の発展にご尽力頂いていることに敬意を表します。
　小泉内閣は、「小さな政府」と称して、公共サービスの民間開放と公務員減らしをすすめています。昨年末に閣議決定された「行政改革の重要方針」では、国の歳出削減を目標にした９つの「改革」課題をあげ、これにもとづいた「行政改革推進法案（仮称）」の今通常国会への上程をめざしています。
　「重要方針」では、国・地方の公務員の大幅な「純減」をはじめ、いっそうの規制緩和や公務の民間開放をあげています。しかし、社会問題に発展した「耐震強度偽装事件」は、効率ばかりを優先させた建築確認の規制緩和や民間開放が招いたものであり、「官から民へ」の「改革」の方向に、あらためて疑問を投げかけています。
　こうしたもとで、住民の安全・安心を守るうえで、公共サービスの拡充こそ求められており、暮らしに直結する行政分野の民間開放には慎重な対応が求められます。例えば、政府が導入を急いでいる市場化テストは、効率化の観点から公共サービスを競争入札にかけるものですが、こうした施策は、企業には新たな儲けの場を確保し、その一方で、住民に新たな負担をせまるものであることは明らかです。
　また、「重要方針」は、公務員総人件費削減にむけて「対ＧＤＰ比で半減」などといった目標を示していますが、医療や福祉、教育など住民生活と直結した部門が公務員削減のターゲットにされていることから、住民へのサービス低下につながることが危惧されます。
　不安定雇用や低所得者層の増大とともに、「三位一体の改革」による地方切り捨ての「構造改革」によって、地域間の格差があらゆる面で拡大しています。そうしたもとで、公共サービスの民間開放や画一的な公務員の純減はおこなわず、公共サービスの充実を図ることが必要だと考えます。

　「行政改革推進法案」の国会審議がねらわれるなど、「小さな政府」にむけた動きが重要局面をむかえるもと、下記の点について、ご賛同とご協力をお願いするものです。
記
１、小泉内閣の「小さな政府」に反対し、公務・公共サービスの拡充を求める運動に対してご賛同ください。そのうえで、「格差是正署名」をはじめ、さまざまな取り組みに対してご協力下さい。
２、住民の暮らしや安全に関わる国や自治体の責任を全うするため、公共サービスの民間開放を安易におこなわないことや、画一的な公務員の削減はおこなわず、公共サービスの改善や水準維持のため、必要な要員を確保することなどについて、政府への働きかけを強めてください。
以　上
【請願・陳情書のひな形】

２００６年　　月　　日
○○議会
議長　○○　○○　殿
○○県労働組合総連合
議長　○○　○○
住民の暮らしを守り､安全･安心の公共サービス拡充を求める請願
【請願の趣旨】
　小泉内閣は、「小さな政府」と称して、公共サービスの民間開放と公務員減らしをすすめています。昨年末に閣議決定された「行政改革の重要方針」では、国の歳出削減を目標にした９つの「改革」課題をあげ、これにもとづいた「行政改革推進法案（仮称）」が今通常国会に提出される状況となっています。
　「重要方針」では、国・地方の公務員の大幅な「純減」をはじめ、いっそうの規制緩和や公務の民間開放をあげています。しかし、社会問題に発展した「耐震強度偽装事件」は、効率ばかりを優先させた建築確認の規制緩和や民間開放が招いたものであり、「官から民へ」の「改革」の方向に、あらためて疑問を投げかけています。
　こうしたもとで、住民の安全・安心を守るうえで、公共サービスの拡充こそ求められており、暮らしに直結する行政分野の民間開放には慎重な対応が求められます。例えば、政府が導入を急いでいる市場化テストは、効率化の観点から公共サービスを競争入札にかけるものですが、こうした施策は、企業には新たな儲けの場を確保し、その一方で、住民に新たな負担をせまるものであることは明らかです。
　また、「重要方針」は、公務員総人件費削減にむけて「対ＧＤＰ比で半減」などといった目標を示していますが、医療や福祉、教育など住民生活と直結した部門が公務員削減のターゲットにされていることから、住民へのサービス低下につながることが危惧されます。
　不安定雇用や低所得者層の増大とともに、「三位一体の改革」による地方切り捨ての「構造改革」によって、地域間の格差があらゆる面で拡大しています。そうしたもとで、公共サービスの民間開放や画一的な公務員の純減はおこなわず、公共サービスの充実を図ることが必要だと考えます。こうした趣旨から、下記事項について、地方自治法第99条にもとづいて、政府に対する「意見書」を提出していただくよう請願（陳情）するものです。
【政府へ要望していただきたい事項】
１、住民の暮らしや安全に関わる国や自治体の責任を全うするため、公共サービスの民間開放を安易におこなわないこと。
２、画一的な公務員の削減はおこなわず、公共サービスの改善や水準維持のため、必要な要員を確保すること。
３、地方交付税の削減など、地方切り捨ての行財政「改革」はおこなわないこと。

以　上
【請願・陳情書とともに提出する「意見書案」のひな形】

住民の暮らしを守り､安全･安心の公共サービス拡充を求める意見書(案)
　小泉内閣は、「小さな政府」と称して、公共サービスの民間開放と公務員減らしをすすめています。昨年末に閣議決定された「行政改革の重要方針」では、国の歳出削減を目標にした９つの「改革」課題をあげ、これにもとづいた「行政改革推進法案（仮称）」が今通常国会に提出される状況となっています。
　「重要方針」では、国・地方の公務員の大幅な「純減」をはじめ、いっそうの規制緩和や公務の民間開放をあげています。しかし、社会問題に発展した「耐震強度偽装事件」は、効率ばかりを優先させた建築確認の規制緩和や民間開放が招いたものであり、「官から民へ」の「改革」の方向に、あらためて疑問を投げかけています。
　こうしたもとで、住民の安全・安心を守るうえで、公共サービスの拡充こそ求められており、暮らしに直結する行政分野の民間開放には慎重な対応が求められます。例えば、政府が導入を急いでいる市場化テストは、効率化の観点から公共サービスを競争入札にかけるものですが、こうした施策は、企業には新たな儲けの場を確保し、その一方で、住民に新たな負担をせまるものであることは明らかです。
　また、「重要方針」は、公務員総人件費削減にむけて「対ＧＤＰ比で半減」などといった目標を示していますが、医療や福祉、教育など住民生活と直結した部門が公務員削減のターゲットにされていることから、住民サービスの低下につながることが危惧されます。
　不安定雇用や低所得者層の増大とともに、「三位一体の改革」による地方切り捨ての「構造改革」によって、地域間の格差があらゆる面で拡大しています。そうしたもとで、公共サービスの民間開放や画一的な公務員の純減はおこなわず、公共サービスの充実を図ることが必要だと考えます。
　以上の趣旨から、政府に対して、下記事項の実現を要望するものです。
記

１、住民の暮らしや安全に関わる国や自治体の責任を全うするため、公共サービスの民間開放を安易におこなわないこと。
２、画一的な公務員の削減はおこなわず、公共サービスの改善や水準維持のため、必要な要員を確保すること。
３、地方交付税の削減など、地方切り捨ての行財政「改革」はおこなわないこと。

以　上

【労組・団体訪問の要請書（ひな形）】
２００６年　　月　　日
○○労働組合　御中
○○県労働組合総連合
議　長  　○○　○○
安全･安心の公共サービス拡充を求める運動へのご賛同・ご協力のお願い
　貴労組のご活躍に敬意を表するとともに、私たちの運動への日頃のご協力に感謝します。
　小泉内閣は、「小さな政府」と称して、公共サービスの民間開放と公務員減らしをすすめています。昨年末に閣議決定された「行政改革の重要方針」では、国の歳出削減を目標にした９つの「改革」課題をあげ、これにもとづいた「行政改革推進法案（仮称）」が今通常国会に提出される状況となっています。
　「重要方針」では、国・地方の公務員の大幅な「純減」をはじめ、いっそうの規制緩和や公務の民間開放をあげています。しかし、社会問題に発展した「耐震強度偽装事件」をはじめ、ライブドアの証券取引法違反、解禁されたばかりのアメリカ産牛肉の輸入禁止など、国民の命や健康、暮らし、財産を脅かすあいつぐ事件は、規制緩和や「官から民へ」とする「構造改革」に対する疑問や批判の声をひろげています。

　こうしたもとで、私たちは、住民の安全・安心を守るうえで、暮らしに直結する公務・公共業務の安易な民間開放に反対し、公共サービスの拡充を求めるものです。例えば、政府が導入を急いでいる市場化テストは、効率化の観点から公共サービスを競争入札にかけるものですが、こうした施策は、企業には新たな儲けの場を確保し、その一方で、住民に新たな負担をせまるものであることは明らかです。
　また、公務員総人件費削減にむけて「対ＧＤＰ比で半減」などといった議論がおこなわれていますが、医療や福祉、教育など住民生活と直結した部門が公務員削減のターゲットにされており、住民へのサービス低下が危惧されます。
　いま、不安定雇用や低所得者層の増大とともに、「三位一体の改革」による地方切り捨ての「構造改革」によって、地域間の格差があらゆる面で拡大しています。そうしたもとで、公共サービスの民間開放や画一的な公務員の純減はおこなわず、公共サービスの充実を図ることが必要だと考えます。

　「行政改革推進法案」の国会審議がねらわれるなど、「小さな政府」にむけた動きが重要局面をむかえるもと、貴労組に対して、下記の点について、ご賛同とご協力をお願いするものです。
                                      記
１、小泉内閣の「小さな政府」に反対し、公務・公共サービスの拡充を求める運動に対してご賛同ください。そのうえで、「格差是正署名」をはじめ、さまざまな取り組みに対してご協力下さい。
２、シンポジウムや「懇談会」など共同した取り組みの実現について、積極的にご検討ください。
以　上
2006年　　月　　日

内閣総理大臣　　小泉純一郎　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　

格差社会を是正し、国民が安全で安心してくらせる社会を求める緊急署名

要請趣旨
安全よりコスト･利潤を優先したJRの大惨事や耐震強度偽装事件、無秩序な証券の自由化がもたらしたライブドア事件、全頭検査をしていないアメリカ産牛肉の輸入とBSE汚染問題、天下りのための防衛施設庁の官製談合犯罪など、小泉内閣の「構造改革」による規制緩和、市場原理主義による弊害が様々な分野で噴き出しています。｢官から民へ｣｢小さな政府｣論による公務･公共サービスの切り捨てと「弱肉強食」のルールなき競争社会は、所得や雇用､社会保障の水準を引下げ、国民の負担を増大させています。そして貧困化と社会的格差をひろげ、多くの国民が不安をつのらせています。

小泉内閣がすすめてきた｢構造改革｣路線こそ､格差と貧困拡大の最大の根源であるにもかかわらず、「格差が出るのは悪いこととは思わない」という小泉首相の国会発言は、憲法25条に保障された生存権保障をないがしろにするものであり、国民に対する開き直りです。
私たちは、労働者･国民に多大な犠牲を強いる政策をただちにあらため、格差社会を是正し、国民が安全で安心してくらせる社会の実現にむけ、下記事項を要請いたします。

要請事項
１．国民の安全と安心を損なう規制緩和・民営化政策をやめ、必要な規制強化と公務･公共サービスの拡充をはかること。

２．社会保障の充実、正規雇用の拡大、大企業･資産家への課税の強化などで「格差社会」を是正すること。
３．国の責任を放棄し、地域切り捨てにつながる｢三位一体改革｣による地方財政へのしめつけをあらため、地方自治を拡充すること。
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取扱い団体　(全労連｢もうひとつの日本闘争本部｣)　(　　　　　　　　　　)

（『小さな政府＝大きな国民負担』に反対し､もうひとつの日本、安心できる公務･公共サー
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